
（別記） 

義務教育段階の不登校児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指

導を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについて 

 

１ 趣旨 

  不登校児童生徒の中には，学校外の施設において相談・指導を受け，学校復帰への懸

命の努力を続けている者もおり，このような児童生徒の努力を学校として評価し支援す

るため，我が国の義務教育制度を前提としつつ，一定の要件を満たす場合に，これら施

設において相談・指導を受けた日数を指導要録上出席扱いとすることができることとす

る。 

２ 出席扱いの要件 

  不登校児童生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき，下記の要件を満た

すとともに，当該施設への通所又は入所が学校への復帰を前提とし，かつ，不登校児童

生徒の自立を助けるうえで有効・適切であると判断される場合に，校長は指導要録上出

席扱いとすることができる。 

（１）保護者と学校との間に十分な連携・協力関係が保たれていること。 

（２）当該施設は，教育委員会等が設置する教育支援センター等の公的機関とするが，公

的機関での指導の機会が得られないあるいは公的機関に通うことが困難な場合で本人

や保護者の希望もあり適切と判断される場合は，民間の相談・指導施設も考慮されて

よいこと。 

     ただし，民間施設における相談・指導が個々の児童生徒にとって適切であるかどう

かについては，校長が，設置者である教育委員会と十分な連携をとって判断するもの

とすること。このため，学校及び教育委員会においては，「民間施設についてのガイド

ライン」（別添３）を参考として，上記判断を行う際の何らかの目安を設けておくこと

が望ましいこと。 

（３）当該施設に通所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。 

３  指導要録の様式等について 

  上記の取扱いの際の指導要録の様式等については，平成２２年５月１１日付け２２文

科初第１号「小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評

価及び指導要録の改善等について」のとおりとする。 


